
人口 面積 人口密度 人口集中地区人口 産業構造

人

人

％ 就 人 人 人

人 業 ％ ％ ％

人 人 人 人 人

％ 口 ％ ％ ％

千円 千円 千円

1 歳入総額 Ａ 1 過疎

2 歳出総額 Ｂ ② 農工

3 歳入歳出差引額 Ｃ ③ 山村振興

（Ａ-Ｂ） 4 低開発

4 繰越すべき財源 Ｄ 5 人口急増

5 実質収支 Ｅ 6 特定農山村

（Ｃ-Ｄ）

6 単年度収支 Ｆ ① ごみ ⑧ 消防救急

7 積立金 Ｇ ② し尿 9 職業訓練

8 繰上償還金 Ｈ ③ 火葬場 10 山林

9 積立金取崩し額 Ｉ 4 道路 11 介護保険

10 実質単年度収支 Ｊ 5 伝染病 ⑫ その他

（Ｆ+Ｇ+Ｈ-Ｉ） 6 [　　　　　]

7 結核予防

　※　４ページ債務負担行為支出予定額に再掲

一 般 職 員 等 特 別 職 員 等

千円

千円
有

有
世帯

有

無
人

無

無
円

無

無
円

無

無
円

-

-

-

-

一人当たり平均月額(円）

（平成31年4月1日現在の状況）

351,000

877,000

707,000

-

608,000

457,000

383,000

939,737 1

普通会計からの繰入

982,889

597,491

125,055

1,149,186

12

10

11

2

-

職員数
[人]

628,358

下水道

4,204

3,621

中央卸売市場

観光施設

介護サービス

137,254

後期高齢者医療

老人保健

議 員

9,531

区 分
報 酬 改 定
実 施 年 月 日

給 料 月 額 Ｂ

18,917,800

8,479,200

平成8年12月1日

64

32

副 市 長

議 会 議 長

区 長

教 育 長

616

295,591

264,975

292,883

[平均額]

副 議 長

平成8年12月1日

市 町 村 長171,936,800 平成16年4月1日

平成16年4月1日

-

平成27年4月1日

平成8年12月1日

180,416,000

一 般 職 員

うち技能労務職員

支給月額 B/A

職 員 数 Ａ 一 人 当 た り の

294,412

283,725

283,725

その他

計　　※

584

債 務 負 担
行 為 2 年 度
以 降 支 出
予 定 額

区 分

132,242

臨 時 職 員

消 防 職 員

合 計

収 支 額

普 通 会 計 から の繰 入 額

加 入 世 帯 数

被 保 険 者 数

9,531

628,358

10,723

16,432

物件取得

損失補償等

教 育 公 務 員

[平均額]

人 円

△ 10,859 124,958

375,604 513,024

124,000

2,575,433

土地開発基金
現 金

土 地

そ
の
他
特
定
目
的
基
金
の
状
況

1　庁舎等建設

1,459

指 定 団 体 等 の 状 況

事 務 の 共 同 処 理 状 況

5,326,557

知的障害者施設

計

区 分

財 政 調 整 基 金

7　産業の振興

8　教育・文化

5　保健医療

6　環境保全

2　国際化推進

3　地域基盤

4　社会福祉

863,982

903,875

9　その他

41,810,416 38,926,341

1,971

142,165

12,394

1,479,846

10,773

64,302

減 債 基 金

令和元年度財政状況

（決算カード）

市 町 村 名

32,069 市 町 村 類 型コ ー ド 番 号

36.8増減率

住
基
人
口

２ 次区 分

6.7平成３年４月１日、北上市、和賀町、江釣
子村の３市町村が合併して、北上市とな
る。

93,511

93,138

0.4

92,298

92,260

国
勢
調
査

27年

22年

増減率 17,056

36.8

1.3.31

437.55 213.7

ｋ㎡ １ｋ㎡当　人

2.3.31

30,471
１ 次

平成30年度区 分

42,594,170 39,850,806

令和元年度 元年度末残高

783,754 924,465

408,150 411,441

△ 137,420 123,499

2,561

ふ り が な岩 手 県

22年

国勢調査

きたかみし

北上市

27年昭和35年10月1日以降の合併の状況

元年度交付税

種 地 区 分

3,103

3,165

国勢調査

Ⅱ－２

Ⅰ－３

３ 次

26,246

56.6

16,253 24,747

56.07.2

国
保
会
計
の
状
況

簡易水道
86,297

131,762

収 支 額
[千円]

水道

一 世 帯 当 た り の
保 険 税 徴 収 額

病院

法適
用の
有無

事 業 名

被 保 険 者 一 人 当 た り の
保 険 税 徴 収 額

445,610
被 保 険 者 一 人
当 た り の 費 用

特定地域生活排水処理

国民健康保険

介護保険

公
営
企
業
等
の
状
況

駐車場

農業集落排水

－１－



市町村名 類型

歳　入 構成比の年度別推移 伸び率の年度別推移

市 町 村 税 構成比の年度別推移 伸び率の年度別推移

徴収率

自 動 車 ・ 軽 油 交 付 金

13,480,162

579,224

18,507

1,652,582

51,957

23,410

4.7 3.9 7.8 6.2 △ 11.0

0.1

自動車税環境性能割交付金 12,779

元 年 度
％ ％ ％

決 算 額 経常一般財源 構 成 比 29 年 度 30 年 度29 年 度
％

30 年 度 元 年 度
％ ％千円

地 方 債

区 分

寄 附 金

繰 入 金

地 方 交 付 税

諸 収 入

国 庫 支 出 金

国有提供施設交付金

県 支 出 金

財 産 収 入

内 訳
普 通

特 別

交通安全対策交付金

分 担 金 ・ 負 担 金

使 用 料

手 数 料

繰 越 金

配 当 割 交 付 金

地 方 特 例 交 付 金

地 方 税

地 方 譲 与 税

利子割・ｺﾞﾙﾌ場交付金

地 方 消 費 税 交 付 金

1,191,788

924,466

537,222

5,531,100

51,957

4,630,995

4,630,995

363,849

7,247,635

2,893,981

165,058

1,649,519

5,441,566

4,630,995

810,571

14,325

246,338

321,921

390

13,479,895

579,224

18,507

1,652,582

2,502

14,325

22,482 0.1

65.0

22.3

12,779 0.1

34.7 31.6 0.6 2.1

1.4 △ 0.4 0.8

0.9 0.8 △ 16.8 1.5

132.8

41.8

184.3

0.0 38.1 △ 6.9

23,410

164.7

28.0

100.0

35.6

0.1

15.3

2.0

0.8

0.9

13.3

0.0

0.0

0.1

0.9

2.8

0.1

22.3

4.6

0.3

14.1 12.8 △ 6.9 △ 4.0 △ 2.9

10.1

-

0.3 0.1 42.0 6.0 △ 51.0

-0.0

12.0 10.9 △ 7.5

1.9 △ 2.1 10.0

△ 6.1

2.1

△ 18.0

3.3

14.7 14.5 17.0 13.4 2.9 25.4

0.9 0.9 △ 1.4 △ 1.4

-

△ 81.0

6.8 △ 4.8 △ 2.1 14.8

1.2 1.1 2.2 △ 56.3 0.5 103.3

2.7 2.2 3.9 41.0 △ 14.8 88.0

2.2 0.40.8

1.4

32.4 37.0

19.9

3.4合 計 20,735,82942,594,170

3.6 4.1 2.8

13.0 29.7

1.9 1.3 1.3 △ 5.6

△ 26.7

市 町 村 民 税
個人分

法人分

4,558,842

1,222,916

31.6

区 分
決 算 額 基 準 税 額 × 超過課税収入額

千円 100/75       千円 千円 ％

4,748,219

1,249,104 2,690

99.0

合 計

区 分

旧 法 に よ る 税

合 計 13,703,600

内
訳

特 別 土 地 保 有 税

法 定 外 普 通 税

目的税

入 湯 税

都 市 計 画 税

そ の 他

固 定 資 産 税

軽 自 動 車 税

市 町 村 た ば こ 税

鉱 産 税

△ 25.1

％ ％

8.0

0.3

30 年 度

99.9100.0

8.0 10.1

6.8 6.3

％ ％ ％

29 年 度 30 年 度 元 年 度元 年 度

0.1 0.1 0.0 0.1

29 年 度

23.6

純固定資産税

市 町 村 民税

4.7 6.9100.2

98.9 20.7 95.6

合 計

94.7

96.7

98.9

2.6 3.531.8 33.8 1.0

△ 5.8

△ 5.1

6,571,668

1,830,840

2,964,387

1,706,049

70,392

308,768

806,414

土 地

家 屋

償 却 資 産

市 町 村 交 付 金

13,480,162

6,599,635

1,809,383

3,000,864

1,789,388

11,287

267

19.2

現 年 課 税 分 滞 納 繰 越 分

795,573

311,069

4.2

4.4

0.6 0.5 0.5 △ 2.3 △ 3.5

2,690

13.6

1.8

△ 0.6

12.8 13.1 12.7 △ 1.4

0.0 0.0 △ 9.1

12.4 △ 17.6

50.7 49.6 48.8 0.7 0.1 △ 4.4

9.7 10.7 9.1

△ 0.4 △ 6.3

22.8 21.9 22.0 2.9 △ 1.8 △ 2.3

14.5 14.1

-

0.0 △ 100.0

4.7

△ 0.2 3.6

2.1 2.1

5.8 5.6 6.0 △ 5.7

2.3 3.3 5.0

△ 3.10.1 0.1 0.1 △ 7.8

-

△ 15.0

-

2.1 △ 2.6

0.0 0.0 0.0 △ 39.7

-

100.0 99.9 100.1 0.6

△ 32.0

16.5 250.8236,502 236,502 1.1 0.1 0.2 0.6

△ 12.2

0.8 0.6

△ 2.8

4.3 0.5

△ 3.6

0.0 0.0 0.0 △ 3.3 △ 3.1 △ 1.4

北上市 Ⅱ－２

株式等譲渡所得割交付金 10,279 10,279 0.0 0.1 0.0 0.0

△ 18.1 20.9

△ 34.0 △ 43.0

△ 2.6

1.5 1.4 0.5

特別地方消費税交付金

千円 ％

△ 28.3

－2－



市町村名 類型

性質別歳出 構成比の年度別推移 伸び率の年度別推移

千円

千円

千円

千円

目的別歳出 構成比の年度別推移 伸び率の年度別推移

1.8 1.2

0.8 2.1

％ ％ ％ ％

元 年 度 29 年 度 30 年 度 元 年 度決 算 額 一 般 財 源
千円 千円

うち経常
一般財源

経常収
支比率

補 助 費 等

人 件 費

う ち 職 員 給

扶 助 費

公 債 費

物 件 費

内
訳

小 計

維 持 補 修 費

区 分

1.3

11.1

4,513,803

3,323,599 2,919,383

7,390,550 2,147,395

3,153,877

区 分 決 算 額
千円

一 般 財 源
％

積 立 金

投資及び出資金･貸付金

繰 出 金

うち一部事務組合負担金

％

29 年 度 30 年 度 元 年 度 29 年 度

6.3

1,999,027 467,694

23,892 13,292

769,724

％ ％

29 年 度 30 年 度

％

・経常経費充当の
　一般財源

19,272,186

・歳入一般財源

21,506,968

20,735,829

％ ％ ％

△ 3.4

30 年 度 元 年 度普通建設事 業費
千円

2,697,581

275,219

2,403,742

1,371,611

合 計

元 利 償 還 金

一 時 借 入 金 利

う ち 人 件 費

普 通 建 設 事 業

補 助 事 業

単 独 事 業

災 害 復 旧 事 業

失 業 対 策 事 業

教 育 費

総 務 費

民 生 費

衛 生 費

労 働 費

12,785,727

1,829,193

前 年 度 繰 上 充 用 金

小 計

投 資 的 経 費

合 計

議 会 費 252,483

内
訳

3,046,573

4,958,071

前年度繰上充用金

災 害 復 旧 費

公 債 費

諸 支 出 金

農 林 水 産 業 費

商 工 費

土 木 費

消 防 費

41,810,416

5,961,719

千円

23,128,770

252,483

8,431,412

7,008,829 5,389,711

430,698 277,514

4,409,546 3,471,603

3,153,375 3,046,071

502 502

15,502,498 9,707,771

3,485,173 3,029,123

17,876,506 12,651,275

1,585,455 1,565,624

1,756,211 106,455

786,049 376,869

52,027 52,027

8,407,520 756,432

288,7386,408,493

523,033

3,619,895 1,354,847 1,606,247

21,735,829

174,234 112,961 44,017

5,232,448 2,835,850 308,398

1,165,518 106,735

3,439,874 2,568,624

2,340,846 1,221,536 741,972

4,798,406 2,177,843 2,464,865

41,810,416 23,128,770 8,407,520

0.7

32.5

0.4

3.0

0.0

1,594,286 1,546,269 43,629

6,005,124

23,892 13,292

3,153,882 3,046,578

△ 5.8

11.2 13.7 12.5 11.2 26.7 △ 1.8

0.7 0.6 △ 1.6 2.5

8.2

5.6 5.5 8.7 △ 0.1 1.0 70.3

30.630.4 1.1 △ 3.3

18.6

9.5 5.0 4.4 47.6 △ 45.5 △ 5.9

0.40.4 7.1 9.2

32.0

45.5 △ 15.6

5.64.6 7.5 56.4

10.4 14.6 11.5 △ 3.4

4.8

11.5 12.1 14.4 △ 5.4 8.5 27.4

3.8 13.13.9 4.63.6

157.3

11.6 9.2 7.5 △ 4.6 △ 18.0 △ 12.2

0.10.0 29.9 △ 52.3

100.0 100.1 100.1 3.4 3.5 7.4

-

-

9,871,100

20.6

13.4

9.8

12.9

12.9

0.0

9,401,086

4,494,558

4,476,616

2,905,495

2,129,271

2,795,199

2,794,697

502

4.8

9.2

12.4

45.5

12.8 12.6

8.6 8.4

43.3

20.7

3.2

11.9 △ 3.0

7.9 △ 3.0

0.0 63.4

4.1

2.1

9.1

5.8

△ 2.4 4.6

43.6 △ 0.2

2.1 1.5

7.511.6

0.0 0.0

△ 4.6

△ 18.0 △ 12.2△ 4.6

△ 18.0 △ 12.2

△ 98.6 2,688.9

17.719.2

7.511.6 9.2

18.1

△ 5.3 △ 0.4

16.4 16.5 16.8 3.8 3.9 9.4

37.139.9

△ 21.7

0.8

1.9

4.2 31.1

△ 27.729.2 △ 24.5

11.5 11.8 10.5 △ 12.9 6.3 △ 3.7

1.0

3.4

1.9 △ 4.5

3.8

△ 5.4 5.7

22.7 △ 0.3

85.7

9.2 8.3 △ 3.5

-

44.4 46.7 42.7 △ 0.6 8.7 △ 1.5

4.8 △ 3.2

16.2 61.5

0.1 0.1 0.1 △ 4.8 32.0

20.213.412.0 44.6

61.4

4.8 △ 14.656.3
・経常一般財源
  総額（歳入）

15.3 64.6

16.544.720.113.4

△ 3.6

11.9

7.9 7.4

北上市 Ⅱ－２

3.5

0.1 0.0 0.1 29.9

7.4100.0 100.0 100.0 3.4

-

△ 52.3 157.3

4.0 6.0 16.6

123.3

(減収（特）・臨財を加

(減収（特）・臨財
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類 型

年　度　 29年度 30年度 元年度
　区　分

千円 千円 千円

899,855 901,314 903,875

（ 93.0 ） （ 91.3 ） （ 94.2 ）

注 １ 　経常収支比率欄の（　）は，減収補てん債（特例分）及び臨時財政対策債を除いた率である。
　 ２   自主財源 ＝ 地方税＋分担金・負担金＋使用料・手数料＋財産収入＋寄附金＋繰入金＋繰越金＋諸収入
　 ３   一般財源 ＝ 地方税＋地方譲与税＋地方交付税＋利子割交付金＋地方消費税交付金＋ゴルフ場利用税交付金
　　　　　　　　  ＋特別地方消費税交付金＋自動車取得税交付金＋地方特例交付金

8,805,865

1,083,826

15.5 13.7 11.0

34,555,826

14,098,086 15,480,252

20,357,382

35,286,852 37,915,951

14,058,945

1,593,363 1,511,430

21,059,416 22,326,636

139,499 129,350 109,063

1,128,067 1,083,77716.4 14.5

434,758 428,938 283,725

17,266,250 17,103,133 17,159,352

1,532,546 1,550,539 1,575,932

12,176,261 12,363,021 12,513,210

21,993,379 21,906,678 21,721,997

0.71 0.72

6,805,559

48.4 48.2

97.3 95.5

176.2

88.5

-

0.5 0.5

1.8 1.3

Ⅰ－３ Ⅰ－３

3,747,325 5,094,581 5,326,557

交付税種地区分

財政調整基金現在
高

市 町 村 名 北上市 Ⅱ－２

2.3 1.7

55.5 50.5

9.012.5

年　度　
　区　分

Ⅰ－３

0.69

1,499,492

基準財政需要額

災害復旧等に係る
基準財政需要額

減債基金現在高

債務負担行為支出
予定額

財政力指数
（３ヶ年平均）

積立金現在高

債務負担行為額

実質公債費比率

地方債現在高

国保会計財政調整
基金現在高

内
訳

そ の 他

7,944,374

公債費の標準財政規模
に対する割合

経常収支比率

地方債現在高比率

19.9

44.3

36.3 40.5

96.5

実質収支比率

地方債比率

公債費比率

債務負担行為支出予定
額を加えた公債費比率

政 府 資 金

県 貸 付 金

基準財政収入額

標準財政規模

1.8

64.2

31.0

公債費負担比率

起債制限比率

159.4

自主財源比率

経常一般財源比率

一般財源比率

普通建設事業費の
うち一般財源等比率

債務負担行為比率

積立金現在高比率

債務負担比率

38.9 48.5

13.5 9.6

13.7 9.8

17.5

元年度

157.3

89.886.4

49.5

6.7

7.0

12.714.2

29年度 30年度

--

0.5

30.9

2.0

普通建設事業費のうち
一般財源等の比率

実質収支

〇 地方債比率 ＝
地方債充当額

普通建設事業費
〇 一般財源比率 ＝

一般財源
歳入総額

〇 地方債現在高比率＝
経常一般財源収入額

標準財政規模 一般財源等（一般財源振替分等を含む）
地方債現在高

＝

〇

〇 積立金現在高比率

〇 経常一般財源比率

＝
積立金現在高
標準財政規模

債務負担行為比率 ＝
翌年度以降の債務負担行為支出予定額に充当する一般財源

標準財政規模　-　災害復旧費等に係る基準財政需要額

〇 債務負担比率 ＝
標準財政規模　-　災害復旧費等に係る基準財政需要額

債務負担行為の当該年度支出に充当した一般財源

〇 自主財源比率 ＝
自主財源
歳入総額

＝
標準財政規模＋臨時財政対策債発行可能額

〇 ＝
一般財源等充当額（一般財源振替分等を含む）

普通建設事業費

実質収支比率〇

－4－



令和元年度決算統計　各種財政指標算出表

実質収支（02表） 375,604

標準財政規模（00表） 21,721,997

一般財源（05表01～11行3列＋5列） 21,506,968

歳入総額（05表33行１列） 42,594,170

一般財源等充当額（一般財源振替分等を含む）(13表12行11列） 756,432

普通建設事業費（13表12行01列） 8,407,520

地方債充当額（13表12行10列） 4,162,300

普通建設事業費（13表12行01列） 8,407,520

公債費充当一般財源（13表32行１１列） 3,046,573

一般財源総額（歳入一般財源）（05表33行3列＋5列） 23,912,524

債務負担行為の当該年度支出に充当した一般財源（37表）

標準財政規模（00表）　-　災害復旧費等に係る基準財政需要額（35表） 21,721,997 - 1,572,193

翌年度以降の債務負担行為支出予定額に充当する一般財源（37表）

標準財政規模（00表）　-　災害復旧費等に係る基準財政需要額（35表） 21,721,997 - 1,572,193

積立金現在高（29表06行4列） 8,805,865

標準財政規模（00表） 21,721,997

自主財源（04表より計算） 18,880,323

歳入総額（05表33行１列） 42,594,170

経常一般財源収入額（05表31行5列） 20,735,829

標準財政規模（00表） 21,721,997

地方債現在高（33表） 37,915,951

一般財源等（一般財源振替分等を含む）（13表41行11列） 21,521,293

公債費（13表32行） 3,153,877

標準財政規模（00表） 21,721,997

国庫支出金及び県支出金充当額（13表12行） 2,712,581 + 312,982

普通建設事業費（13表12行）

その他

○　公債費比率（債務含む） 35表（ア－オ）※＋37表05行16列（公債費に準ずる債務負担行為） 1,350,380 + 55,793

標準財政規模（00表）　-　災害復旧費等に係る基準財政需要額（35表）

○　公債費比率 35表（ア－オ）※ 1,350,380

標準財政規模（00表）　-　災害復旧費等に係る基準財政需要額（35表）

※公債費充当一般財源（繰上償還額及び転貸債償還額に係る分を除く）－　災害復旧費等に係る基準財政需要額

1.73

〇 一般財源比率 ＝ ＝ 50.493 50.5 50.49

〇 実質収支比率 ＝ ＝ 1.729 1.7

9.00

〇 地方債比率 ＝ ＝ 49.507 49.5 49.51

〇
普通建設事業費のうち
一般財源等の比率

＝ ＝ 8.997 9.0

12.74

〇 債務負担比率 ＝
98,591

＝ 0.489 0.5 0.49

〇 公債費負担比率 ＝ ＝ 12.740 12.7

1.3 1.33

〇 積立金現在高比率 ＝ ＝ 40.539 40.5 40.54

〇 債務負担行為比率 ＝
267,928

＝ 1.330

44.33

〇 経常一般財源比率 ＝ ＝ 95.460 95.5 95.46

〇 自主財源比率 ＝ ＝ 44.326 44.3

〇 国県支出金比率 ＝ ＝ 35.986 36.0

176.18

〇
公債費の標準財政規
模に対する割合

＝ ＝ 14.519 14.5 14.52

〇 地方債現在高比率 ＝ ＝ 176.179 176.2

＝ ×1,000 ＝ 6.702 6.7 6.70
20,149,804

35.99
8,407,520

＝ ×1,000 ＝ 6.979 7.0 6.98
20,149,804

地方税，分担金及び負担金，使
用料，手数料，財産収入，寄附
金，繰入金，繰越金，諸収入


